
北広島市住宅用再生可能エネルギー機器及び省エネルギー機器設置補助金交付要

綱を次のように定める。 

 

  令和4年3月31日 

   北広島市長 上 野 正 三    

 

北広島市住宅用再生可能エネルギー機器及び省エネルギー機器設置補助 

金交付要綱 

 

(目的) 

第1条 この要綱は、住宅用再生可能エネルギー機器及び省エネルギー機器(以下「エ

ネルギー機器」という。)を設置する者に対しその費用の一部を補助することによ

り、エネルギー機器の導入を促進し、もって地球温暖化の防止に寄与することを目

的とする。 

(補助対象者) 

第2条 この要綱による補助を受けることができる者は、市内に住所を有する者であ

って、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

 (1) 自ら居住し、又は居住しようとする住宅にエネルギー機器を設置する者 

(2) 自ら居住するため、新たにエネルギー機器が設置された一戸建ての住宅を購

入する者 

2 前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、この要綱による

補助を受けることができない。 

 (1) 住宅を借りている者であって、エネルギー機器の設置について建物の所有者

の承諾が得られない者 

 (2) 市町村税を滞納している者 

(補助対象機器及び補助対象経費) 

第3条 この要綱による補助の対象となるエネルギー機器(以下「補助対象機器」とい

う。)は、別表第1に定めるとおりとする。 

2 この要綱による補助の対象となる経費は、補助対象機器の購入費用とする。 

(補助金の申込方法) 

第4条 この要綱による補助金の交付を受けようとする者は、申込書を市長に提出し

なければならない。 

(補助金の額) 

第5条 補助金の額は、別表第2の左欄に掲げる機器の区分に応じ、それぞれ同表の右

欄に定める額とする。 

2 2つ以上の機器を新たに設置し、又は2つ以上の機器が設置されている一戸建ての

住宅を購入する場合の補助金の額は、それぞれの補助対象機器の補助金の額を合算

した額とする。 

(申請者の選定) 



第6条 市長は、第4条の規定による申込みを行った者が多数であるときは、補助金の

交付を申請することができる者を抽選により決定するものとする。 

(補助金の交付等) 

第7条 補助金の交付、決定等に関しては、北広島市補助金等交付規則(昭和61年広島

町規則第10号)の規定するところによる。 

(委任) 

第8条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市民環境部長が定める。 

   附 則 

 (施行期日) 

1 この要綱は、令和4年4月1日から施行する。 

 (北広島市住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付要綱及び北広島市住宅用

省エネルギーシステム設置補助金交付要綱の廃止) 

2 次に掲げる要綱は、廃止する。 

(1) 北広島市住宅用太陽光発電システム設置事業補助金交付要綱(平成22年3月29

日市長決裁) 

(2) 北広島市住宅用省エネルギーシステム設置補助金交付要綱(平成28年3月25日

市長決裁) 

別表第1(第3条関係) 

補助対象機器 要件 

太陽光発電システム(別

に定める部分に限る。) 

(1) 低圧配電線に逆潮流有で連携していること。 

(2) 次に掲げる値のいずれか小さい値が10キロワッ

ト未満であること。 

ア 太陽電池モジュールの公称最大出力合計値 

イ パワーコンディショナーの定格出力合計値 

(3) 日本産業規格等で認められていること。 

(4) 未使用品であること。 

定置用蓄電池 (1) 常時、太陽光発電システムと接続し、当該発電シ

ステムが発電する電力を充放電できるリチウムイ

オン蓄電池を使用したものであること。 

(2) 蓄電池容量の合計が2キロワットアワー以上で

あること。 

(3) メーカー指定の環境条件に設置すること。 

(4) 未使用品であること。 

ペレットストーブ (1) 木質ペレット(端材、間伐材等の木材を粉砕した

木粉を円筒状に固めたものをいう。以下同じ。)を燃

料として使用する設計及び使用である暖房機(暖房

用ボイラーを含む。)であること。 

(2) 木質ペレット以外の燃料は使用しないこと。 



(3) 薪を燃料として利用できない構造であること。 

(4) 未使用品であること。 

別表第2(第5条関係) 

補助対象機器 補助金の額 

太陽光発電システム 太陽電池の最大出力の値1キロワット当たり10,000

円。ただし、30,000円を限度とする。 

定置用蓄電池 50,000円 

ペレットストーブ 50,000円 

 


